











Kasten v. Saint-Gobain Performance Plastics Corp.
（No. 09-834, 131 S.Ct. 1325 （2011）; 563 U. S. ___ （2011））
―アメリカ公正労働基準法における報復禁止規定の射程範囲について―
井 村 真 己
【事実の概要】











たとして、同年 8 月 31 日に書面による警告を受け、さらに同年 11 月 10
日にも、停職 1 日の懲戒処分を伴う書面での警告を受けた。この間、同年
10 月から 12 月にかけて、X は、Y のタイムレコーダー設置場所について、
シフト管理者や人事部の同僚などに口頭で苦情を申し立てていた。同年






原告の請求を認容した。See Kasten v. Saint-Gobain Performance Plastics Corp., 556 F. Supp. 
2d 941 (WD Wis. 2008).
— 72 —
沖縄法学　第40号（2011）




　Y は、同年 12 月 11 日に X に電話にて契約の終了をするとの旨を伝え、
同月 19 日に、書面にてその旨を通知した。解雇の理由は、X が繰り返し
タイムレコーダー記録の内規に違反したこととされていた。X は、当該解
雇はタイムレコーダーの位置に関して口頭で苦情を申し出たことに対する
報復であり、1938 年公正労働基準法（Fair Labor Standards Act of 1938, 














2　52 Stat. 1060 (1938), codified as amended at 29 U.S.C. §§ 201-219 (2010).
3　29 U.S.C. §215(a)(3) (2010).
4　619 F. Supp. 2d 608 (WD Wis. 2008).
5　570 F. 3d 834 (7th Cir. 2009) reh'g en banc denied, 585 F.3d 310 (7th Cir. 2009), cert. granted, 





の他の種類の差別を行ってはならない」と規定する 215 条 (a)(3) のうち「苦
情を申し立てた」という文言が、書面での申立に加えて口頭での申立をも
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8　トーマス判事が同意しなかったのは、スカリア判事の反対意見のうち、スキッドモア敬譲原則
について、「言語学上も実際上も支離滅裂である」と批判している脚注の部分についてのみで
ある。See 131 S.Ct. at 1340 n.6 (Scalia J., dissenting).
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　上告人は、この法廷は FLSA に関する労働省および EEOC の解釈に従
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9　労基法 104 条 2 項が問題となった裁判例としては、大洋鉄板事件・東京地決昭 25.12.28 労民
集 1 巻 6 号 1039 頁、松並工業事件・広島地決昭 37.3.28 労民集 13 巻 2 号 252 頁、横堀急送事件・
大阪地決昭 54.5.31 労経速 1025 号 5 頁、パイオニア事件・東京地判平 1.1.23 労経速 1353 号
12 頁などがある。
10　たとえば、労働組合法（7 条 4 項）、最低賃金法（34 条 2 項）、男女雇用機会均等法（17 条 2
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12 もっともこの点に関しては、解約任意の原則は廃止されるべきであり、正当事由（just cause）
によらない恣意的なまたは社会的に非難されるべき解雇は禁止されるべきであるとの主張も有
力に論じられるに至っている。たとえば、Clyde W. Summers, Employment at Will in the United 
States: The Divine Right of Employers, 3 U. PA. J. LAB. & EMP. L. 65 (2000) は、裁判所の解約任意
原則に対する例外の雇用範囲が狭いことは、「アメリカの労働法における雇用関係について相
互的な権利―義務の関係ではなく支配―従属が深刻に根付いていることを反映したものであ
る」と批判している。この点に関する最近の論稿として、Rachel Arnow-Richman, Just Notice: 
Re-Reforming Employment at Will, 58 U.C.L.A. L. REV. 1 (2010) を参照。
13 529 F.3d 617, 625 (5th Cir. 2008).
14 Id. at 625-626. なお、本件に関しては、シフト変更によりフィールド技術者の時間外労働の割
増賃金が減額される可能性があるという点に対して、マネージャーであった原告は、技術者か
らの苦情を受けていたのみであり、かかる減額が FLSA 違反を構成すると直接的に認識して
いたわけではないとして、FLSA215 条 (a)(3) の適用を認めなかった。
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た場合にも FLSA215 条 (a)(3) の適用を受けるか否かについての裁判所の
見解は必ずしも明確ではない。すなわち、口頭による申立が行われた事例
に関して、FLSA215 条 (a)(3) の適用を肯定する裁判例は、苦情の申立方
式の相違を区別することなく判断しているものが多い 17。また、申立の方
式に関して、「被用者が、使用者と自らの主張の実質についてコミュニケー







た第 2 および第 4 巡回控訴裁判所（および本件における第 7 巡回控訴裁
判所による控訴審判決）の判旨は明快である。たとえば、第 4 巡回控訴裁
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15 Moore v. Freeman, 355 F.3d 558 (6th Cir. 2004); Lambert v. Ackerley, 180 F.3d 997 (9th Cir. 
1999); Valerio v. Putnam Associates, Inc., 173 F.3d 35 (1st Cir. 1999); EEOC v. White & Son 
Enterprises, 881 F.2d 1006 (11th Cir. 1989); Love v. RE/MAX of America, Inc., 738 F.2d 383, 
387 (10th Cir. 1984); EEOC v. Romeo Comty. Schs., 976 F.2d 985 (6th Cir. 1992); Brock v. 
Richardson, 812 F.2d 121 (3d Cir. 1987); Brennan v. Maxey's Yamaha, Inc., 513 F.2d 179, 181 
(8th Cir. 1975).
16 Ball v. Memphis Bar-B-Q Co., 228 F.3d 360, 363-365 (4th Cir. 2000); Lambert v. Genesee 
Hosp., 10 F.3d 46, 55 (2d Cir. 1993). 
17 Romeo Community Schlools, 976 F.2d at 989-90; White & Son Enterprises, 881 F.2d at 1011; Brock, 
812 F.2d at 125; Brennan, 513 F.2d at 183.
18 Ackerley, 180 F.3d at 1008.




















申立が FLSA における保護されるか否かについて、Ball 判決と同様に第





よび立法の構造からすれば、FLSA215 条 (a)(3) の適用を受ける保護され
るべき行為は、少なくとも使用者に対する書面による申立が必要である
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21 42 U.S.C. §2000e-3(a) (2010). また、1967 年雇用年齢差別禁止法（Age Discrimination in 
Employment Act of 1967, ADEA）にも同様に被用者が使用者の慣行等に「反対した」ことを
理由とする報復的行為を禁じている。29 U.S.C. §623(d) (2010).
22 Ball, 228 F.3d at 364.
23 Kasten, 570 F.3d at 840.
24 Madeline Engle, Note, Defiling the Retaliation Doctrine: Kasten v. Saint-Gobain and the Anti-
Retaliation Provision of the Fair Labor Standards Act, 86 CHI.-KENT L. REV. 351 (2011); JoAnn M. 
Dodson, Case Note, Employment Law – Fair Labor Standards Act – The Seventh Circuit Holds that Oral 






　Ⅲ．いずれにしても、FLSA215 条 (a)(3) の「苦情を申し立てる」とい
う文言をどのように解釈するかが問題の焦点となっており、本件は、この
点に関する最初の最高裁判決としての意義を有するといえよう。


















25 Scott C. Ross, Note, How on Earth Can You Possibly “File” an Oral Complaint?: An Analysis of the 
Boundaries of § 215(a)(3) of the Fair Labor Standards Act, 84 ST. JOHN’S  L. Rev. 1543 (2010).
26 Lauren A. Heischmidt, Case Note, Do Verbal Complaints Constitute Protected Activity Under the Fair 
Labor Standards Act?, 35 S. ILL. U. L. J. 187 (2010).
27 Erin M. Snider, Note, The FLSA Antiretaliation Provision: Defining the Outer Contours of What 
Constitutes an Employee Complaint,96 IOWA L. REV. 385 (2010); Zachary E. Fithian, Case Note, Say 
What? Asserting Your Rights Can Cost You Your Job: FLSA and Retaliation in the Workplace, 78 U. CIN. 
L. REV. 1541 (2010).
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　しかし、このような法廷意見の論拠には疑問がある。とりわけ、制定当





























































べきとするものがある。See Snider, supra note 27 at 407-408.
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　また、本判決は労働安全衛生法（Occupational Safety and Health Act, 
OSHA29）11 条 (c)(1)、 移 住 及 び 季 節 農 業 労 働 者 保 護 法（Migrant and 
Seasonal Agricultural Worker Protection Act, MSPA30）505 条 (a)、大気
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29 29 USC § 660(c)(1) (2010).
30 29 USC § 1855(a) (2010).
31 42 USC § 7622(a) (2010).
